在日韓国人・朝鮮人の相続


· 韓国法（朝鮮籍を含む）
通則法第３６条によりその準拠法は韓国法を適用する


· 日本法
韓国法の適用を避けるには「日本が準拠法」となる遺言書が必要


· 在日韓国人の韓国の財産
・韓国で税務申告　
➡韓国の税務士を紹介できます（韓国に友人税務士がたくさんいます）

・日本でも税務申告
➡外国税額控除で韓国で納付した税金を取り戻す（二重課税分の税金）




· 朝鮮籍の場合の財産
【朝鮮民主主義共和国対外民事関係法第４５条】
　・不動産の相続については、相続財産の所在する国の法を適用する
　・動産については、被相続人の本国法を適用する
　　但し、外国に住所を有する共和国公民の動産相続については ｢被相続人が最後に住所を有していた国の法を適用する｣と規定しているので､       被相続人が日本国内に住所を有していた場合は日本の民法が適用され、  不動産を有していた場合にはその不動産の所在地の法律に従うことになる

